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ｂ 博士（工学）
ｃ ＲＣＣＭ（電気電子部門）の資格
を有し、登録証書の交付を受けてい
る者
ｄ 建設コンサルタント登録規程（昭
和52年４月15日建設省告示第717号）
第３条第一号ロ（登録部門「電気電
子部門」）により技術管理者として国
土交通大臣に認定された者

＜予定照査技術者＞
 下記のいずれかの資格を有する者
ａ 技術士（総合技術監理部門（電気
電子）又は電気電子部門）の資格を
有し、技術士法による登録を行って
いる者
ｂ 博士（工学）
ｃ ＲＣＣＭ（電気電子部門）の資格
を有し、登録証書の交付を受けてい
る者
ｄ 建設コンサルタント登録規程（昭
和52年４月15日建設省告示第717号）
第３条第一号ロ（登録部門「電気電
子部門」）により技術管理者として国
土交通大臣に認定された者

イ 配置予定技術者の設計経験
＜予定管理技術者＞
 下記のいずれかの実績を有する者
ａ 平成28年度以降公告日までに完了
した２アの要件を満たす業務に
おいて１件以上の実績を有する者
（ただし、再委託による業務及び照
査技術者として従事した業務は除
く。また、管理技術者が途中交代し
た業務で、業務完了時（完了検査時
点）に従事していない管理技術者は
実績とみなさない。）。
ｂ 過去に前項の業務をマネジメント
した実務経験を有する者。マネジメ
ントした実務経験の詳細は、入札説
明書による。

 令和４年度から令和７年度に完了し
た業務について、管理技術者として従
事（管理技術者が途中交代した場合、

業務完了時（完了検査時点）に従事し
ている技術者）した北海道開発局発注
業務（北海道開発局発注業務の実績が
ない場合、国土交通本省、地方整備局、
国土技術政策総合研究所、国土地理院
及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部
発注業務の同じ業種区分）の「土木関
係コンサルタント」の平均業務成績が
60点以上であること。ただし、成績評
定を受けた上記機関発注業務の業務実
績がない場合はこの限りではない。
 管理技術者については、第一次審査
資料提出期限日以前３ヶ月以上の直接
的かつ恒常的な雇用関係がある者であ
ること。なお、上記、における対
象期間中に出産・育児等の真にやむを
得ない事情により休業を取得していた
場合には、休業期間に相当する日数を
対象期間に加えることができる。この
場合、休業を証明できる書類を添付す
ること。

 施設更新企業の参加資格要件 構成員のう
ち、１に掲げる施設更新業務を実施する
者は、次のからまでの要件を満たさなけ
ればならない。ただし、施設更新業務のうち、
１イに掲げるＬＥＤ道路照明灯具等の選
定・調達業務のみを実施する者はこの限りで
なく、次のの要件を満たせばよいものとす
る。
また、施設更新業務のうち、１キに掲
げる所有権移転業務のみを実施する者につい
てもこの限りでなく、２に掲げる応募者共
通の参加資格要件を満たせばよいものとす
る。
 単体として北海道開発局における工事区
分「電気」に係る令和７・８年度一般競争
（指名競争）参加資格の決定を受けている
こと、又は経常建設共同企業体として決定
を受けていること。
 建設業法（昭和24年法律第100号）に基
づく「電気工事業」の許可を受けているこ
と。
 平成23年度以降公告日までに、次のアの
要件を満たす工事を元請として施工した実
績を有すること（共同企業体の構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合の

ものに限る。）。ただし、経常建設共同企業
体の場合は、当該共同企業体として又は構
成員のいずれか１社が次のアの工事を元請
として施工した実績を有すること。
ア 電気工事業に関する工事の施工実績を
有すること。
なお、当該実績が北海道開発局、国土
交通省大臣官房官庁営繕部及び地方整備
局の発注した工事に係る実績である場合
にあっては、評定点合計が65点未満のも
のを除く。

 次に掲げる要件を満たす工事成績を有す
ること。単年度の受注実績しかない場合は、
その年度の工事成績評定点の平均点とし、
ア又はイに掲げる受注実績がない単体又は
共同企業体の構成員の工事成績評定点は65
点とする。
ア 単体 令和６年度及び令和７年度に完
成した北海道開発局発注工事に係る工事
成績評定点の平均点が65点以上であるこ
と。また、上記の受注実績がない場合は、
令和４年度及び令和５年度に完成した北
海道開発局発注工事に係る工事成績評定
点の平均点が65点以上であること。過去
４年度の受注実績がない場合は、令和２
年度及び令和３年度に完成した北海道開
発局発注工事に係る工事成績評定点の平
均点が65点以上であること。過去６年度
の受注実績がない場合は、平成30年度及
び令和元年度に完成した北海道開発局発
注工事に係る工事成績評定点の平均点が
65点以上であること。過去８年度の受注
実績がない場合は、平成28年度及び平成
29年度に完成した北海道開発局発注工事
に係る工事成績評定点の平均点が65点以
上であること。
イ 共同企業体 令和６年度及び令和７年
度に完成した北海道開発局発注工事に係
る工事成績評定点が全構成員の平均点で
65点以上であること。また、上記の受注
実績がない場合は、令和４年度及び令和
５年度に完成した北海道開発局発注工事

に係る工事成績評定点が全構成員の平均
点で65点以上であること。過去４年度の
受注実績がない場合は、令和２年度及び
令和３年度に完成した北海道開発局発注
工事に係る工事成績評定点が全構成員の
平均点で65点以上であること。過去６年
度の受注実績がない場合は、平成30年度
及び令和元年度に完成した北海道開発局
発注工事に係る工事成績評定点が全構成
員の平均点で65点以上であること。過去
８年度の受注実績がない場合は、平成28
年度及び平成29年度に完成した北海道開
発局発注工事に係る工事成績評定点の平
均点が65点以上であること。

 次のア及びイに掲げる基準を満たす主任
技術者又は監理技術者を当該工事に配置で
きること。ただし、現在他の工事に従事し
ている場合は、契約締結日までに当該工事
に配置できること。
更新作業（工事）に係る工事期間中は、
次に掲げる基準のいずれかを満たす主任技
術者又は監理技術者を当該更新作業（工事）
に専任で配置できること。ただし、ＬＥＤ
道路照明灯具の工場製作のみが行われてい
る期間については、主任技術者又は監理技
術者の専任を要しない。
なお、事業者は、更新作業（工事）の継
続性等において支障がないと認められる場
合において、函館開発建設部との協議によ
り主任技術者又は監理技術者を変更できる
ものとする。
また、建設業法第26条第３項本文及び建
設業法施行令（昭和31年政令第273号）第
27条第１項に該当する場合は当該技術者は
専任でなければならないが、建設業法第26
条第３項第１号の要件を全て満たす場合に
は他の工事と、建設業法第26条の５第１項
の要件を全て満たす場合には営業所技術者
又は特定営業所技術者と兼務することがで
きる。兼務に関する詳細は関係法令等によ
るものとする。
建設業法第26条第３項第２号の規定の適
用を受ける監理技術者の配置を認めない。
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